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2022年10月に玄海町DX推進室
が設置され 二年が経過しました
推進室設置後どのような取組を
行ってきたのか また これから
どのような取組みを行うのか
玄海町のDX推進に関する
「これまで と これから」
について報告します

０１ はじめに
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０２ DXとは？？

Digital Transformationの略であり、直訳だとデジタル変革。
本町では、デジタル技術で変革をする、という意味ではなく、
変革にデジタル技術を用いる、という意味で用いている。
あくまでも、デジタル技術は変革に用いるための手段である、
という認識でDXを推進している。
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０３ 玄海町DX役場推進体制
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さまざまな外部
組織から意見や
提案などを収集

玄海町ＤＸ推進計画

実施・実装

玄海町DX推進本部

玄海町DX推進担当者検討部会
※重点取組事項に応じて招集

玄海町ＤＸ推進計画 推進方針
『ひろがる つながる スマート玄海町』

DX推進室
Ｄ
Ｘ
推
進
室

特別職＋課長級職員
で構成。
DX推進に関し進捗報
告、事業実施の指示、
修正等を担う。
DX推進計画の施策か
ら、重点取組事項を設
定。

各課から1名程度選出。
各課におけるDXの推
進・情報共有、課内に
おけるDXに関する機
運の醸成を担う。

重点取組事項の内容
に応じ、検討部会を設
置。検討部会で、導入
の有無等を検討。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ミッション、ビジョン、バリューを明文化する



DX推進本部会議
（町長・副町長・教育長・各課長）

DX推進室長
（企画商工課長兼務）

重点取組事
項の内容に
応じ、関係
課より職員
を招集

情報専門官
（防災安全課兼務）

DX推進担当係長
（企画商工課係長兼務）

DX推進担当係長
（総務課兼務）

DX推進担当係員
（防災安全課兼務）

主担当：DX推進担当係員
（企画商工課兼務）

０３ 玄海町DX役場推進体制
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『ひろがる つながる スマート玄海町』

1
2
3

ひろがる

つながる

スマート

老若男女、町内外問わずすべての人が、アナログ・デジタルに

関係なく玄海町に関するコト・モノにアクセスすることができ

るようにします。

一方的な情報提供のみではなく、双方向のコミュニケーション

を形成することができるようにします。

単にデジタル化をすることが目的ではなく、多くの人の利便性

が向上し、より豊かな生活を送るための手段としてのDXを推進

します。

推進方針

０３ 玄海町DX役場推進体制
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子どもプログラミング教
室の開催
子どもたちにPCの操作に慣れてもらい、楽しく学

習してもらうため、低学年に対してはオリジナル

キーホルダーづくり、高学年に対しては、３DCGで

のマイルームづくりを実施しました。

スマホ教室の開催 住民票等のコンビニ交
付開始

玄海町公式YOUTUBE
配信開始

玄海町公式LINEによる
行政情報の発信

歩行アシスト機器を用い
た歩行訓練

０４ 玄海町DXのこれまでの取組

公民館講座でスマホ講座を開催しました。

Googleマップや音声入力の使い方など、ス

マートフォンの具体的な使用方法などをわかりや

すく説明しました。

歩行アシスト機器を装着し、歩行訓練を実施しま

した。アシスト前後の歩行データの測定及び歩行

の様子を録画することで、アシストの有無による

歩行の違いを見える化できます。

防災情報のみ発信していた玄海町公式LINEに

ついて、イベント情報など様々な情報をAI画像作

成ツールなどを活用し、情報を受信する人にわか

りやすく発信しています。

2023年12月 2025年3月

友だち数 840人 1,606人

住民票や課税証明書などを、マイナンバー

カードの個人認証を使用し、全国のコンビニエン

スストア等で取得することができるようになりまし

た。

町が実施している事業や町のイベントなどについ

てYOUTUBE上で発信しています。

2024年3月 2025年3月

ﾁｬﾝﾈﾙ登録者数 54人 115人

動画投稿数 10本 19本
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2023年12月 2024年9月～ 2024年2月～

2023年度～

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ドローンパイロットの資格取得



０５ 2024年度のＤＸ

キャッシュレス決済がはじまります！

（広報玄海４月号）

キャッシュレス決済対応レジの導入

主管課 住民課

導入日 2025年4月～

対象者 役場窓口利用者

内 容 役場窓口でのキャッシュレス決済に対応するた
めに、キャッシュレス決済対応レジを導入しま
した。導入に伴い、2025年4月からは、住民
票など各種証明書の発行に係る手数料のキャッ
シュレス決済が利用可能になります。

効 果 キャッシュレス決済に対応することにより、
町民の利便性向上につながります。
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０５ 2024年度のＤＸ

スマホ教室・相談会の様子

・9月～1月 町民会館

・2月～3月 海上温泉パレア

スマホ教室・相談会の開催

主管課 防災安全課

開催日 2024年9月～

参加者 14回（9月～3月 2回/月）
計125名参加（延べ人数）

内 容 町民会館や玄海海上温泉パレアでスマホ教
室・相談会を開催しました。
Googleマップや音声入力の使い方など、ス
マートフォンの具体的な使用方法などをわか
りやすく説明しました。

効 果 スマホ教室をとおして、町民の情報リテラ
シーの向上を図るとともに、より便利により
快適な生活を玄海町で送ることができるよう
にします。 10



０５ 2024年度のＤＸ

玄海町広報ガイドライン

策定した広報ガイドラインに基づいた広報施策の充実

主管課 防災安全課

開始日 202４年４月

対象者 職員

内 容 広報ガイドラインを作成し、情報発信に関す
る基本的な考え方を統一しました。

効 果 情報の受け手に応じた広報ツールの使用や情
報を発信する際の基本となり、まちとして届
けたい情報を届けたい相手に効率よく発信し、
事業効果を高めることができるようになります。
佐賀県：
市町広報コンクール広報企画部門 最優秀賞
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ガイドライン研修、デザイン研修を実施



０５ 2024年度のＤＸ

タブレット利用の画像

農業委員会でのタブレット導入

主管課 農業委員会

導入日 202４年12月

対象者 農業委員及び農地利用最適化推進委員

内 容 農業委員会でタブレット（iPad）を導入しま
した。

効 果 定期的に開催される農業委員会時には農地に
関する大量の紙資料が印刷が不要になり、
会議準備時間が削減されます。
また、現地調査の際は、タブレットで地図を
確認しながら調査することができ、調査効率
の向上が見込めます。
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広報ガイドライン（町外用）の表紙貼付

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
友達登録のQRコード貼り付け



０５ 2024年度のＤＸ

AIオンデマンドバス「のるーと玄海」の試験運行

主管課 防災安全課

開始日 2025年1月

対象者 町内外の方（どなたでも利用可能）

内 容 町内で運行していたコミュニティバス（定時
定路線型）に代わる地域交通としてAIオンデ
マンドバス（予約利用型）の試験運行開始。
2025年４月から本格運行が開始します。

効 果 利用者の自宅もしくはバス停での乗降車が可
能となることから、利便性の向上と移動手段
の確保につながります。また、町外の方も利
用可能であることから、観光客の移動手段の
確保にもつながります。 13

のるーと玄海

乗客数 1月 2月 3月 4月
コミュニティバス 477 467 517 -

のるーと玄海（1月15日から） 45 70 203 607

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
HPに公開するなら、リンクを貼る？



DX職員研修の実施

外部講師によるDX研修を実施しました。

・広報ガイドラインに関する研修：60人

・広報デザイン研修：9人

・データ利活用・EBPM勉強会：10人

インナーフェアの

開催

０５ 2024年度のＤＸ

役場内で最新のデジタルツールに触れる

ことができるインナーフェアを開催しま

した。

参加者数：43人

国スポ（相撲競技）

でのLINE活用
国スポ開催に伴い、L相撲の取り組み状

況の発信や、来場者特典（抽選会）に

LINEを活用しました。

配信数：21配信

給付金支給申請の

オンライン化
定額減税補足給付金を迅速に支給するた

め、Logoフォームによるオンライン申

請を行いました。

申請全件数：918件

オンライン申請：276件≒30%

町政
DX

町政
DX

町民
DX

14

町民
DX



システム標準化の

本格的な推進

スマホ教室の実施範囲

の拡大

玄海町DX推進計画の見

直し

手続等のオンライン化

の拡大

06 ２０２5年度における主な取組

対象課

防災安全課、住民課、教育課

子ども・ほけん課、福祉・介護課

対応内容

・システム、データ移行の実施

・操作方法の確認

・業務変更内容の再確認

・システムベンダーとの調整

など

今年度の目標

国の動向（方針変更など）に対して

適宜対応を行い、令和7年度中の移

行を実施する。

対象課

住民課、会計室、企画商工課、防災

安全課

対応内容

・庁内手続のオンライン化促進

・公共施設予約システムの導入検討

・eL-QR拡大に伴う情報収集

など

今年度の目標

役場側、利用者（申請者）側の双方

がメリットを享受できるデジタル化

を目指す。

対象課

防災安全課、DX推進室

対応内容

・各地区公民館や関連機関でも講座

を実施

今年度の目標

区長会などで呼びかけを行い多くの

方にスマホ教室に参加してもらいデ

ジタルデバイドの改善を目指す。
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対象課

DX推進室、全課

対応内容

・DX推進計画の見直し

今年度の目標

・国の自治体DX計画の改定動向を

確認し、玄海町の計画についても改

定を行う。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
町長マニフェストの取組と絡めることができるか？→AIデマンドバスの導入。中小企業支援の中のキャッシュレス導入支援。→介護申請の電子化。オンライン申請ができるようにしている。→LINEでこども健診予約。ワンデーアプリの周知（導入JA）ふるさと納税のAIチャットボット楽天ページ改修。ふるさと納税は委託。町の事業だから、報告書にあげてもOK！双方向（課内での上手な使い方の事例発表など）報告会の開催を？



取組番号 取組事項 担当課 目指す成果 2024年度
計画

2024年度
取組実績

進捗状況 課題・対応方針等

１－１－１ スマホ講
座・相談
会の開催

全課 デジタルサービス
を利用していない
町民などがスマホ
等を利用してイン
ターネットやデジ
タルサービスを利
用できるようにし
ます。

・デジタルサー
ビスの利用促進
や利用に必要な
スマホ等のデジ
タル機器の普及
体験会
・相談会、講座
等の開催。

計画期間中に開
催した体験会・
相談会・講座の
回数 16回/年

・9月から、月2回程度スマホ教
室を開催している。毎回10名程
度参加している。
・「通いの場」にて、スマホで
の「のるーと玄海」について使
用方法を説明した。
・1月に開催した寿教室でスマホ
教室を開催。32名参加。

・令和6年度に半年間教室を開催し、
スマホ相談自体には一定のニーズがあ
ると感じた。
・高齢者に対しては、かなりわかりや
すい資料が必要となる。
・寿教室の対象者は毎年ほとんど変わ
らないため、毎年実施することで、ス
マートフォンを使うときに困ったこと
等、の質問や少し高等な技術などにつ
いても講義の中に含め、スマートフォ
ンを触ったことが無かった年代の方々
でも安心して購入、利用できるよう寿
教室内で講義を行う。

１－１－２ デジタル
サービス
の利用促
進

全課 デジタルサービス
に慣れていない町
民などがスマホや
インターネットな
どを用い、情報技
術を適切に利活用
できるようにしま
す。

・インターネッ
トの情報や事象
を正しく理解し、
それを適切に判
断するための講
座の開催。

計画期間中に開
催した講座の回
数 １回/年

・職員研修の一つとして、DX推
進室と連携し令和7年度も引き続
きDX研修を計画している。(職
員研修計画の中に明記した。)
・昨年度のフリー素材に関する
著作権問題を教訓に、再確認も
含め著作権管理について学校内
の研修会を開催。

・老人クラブの研修会で開催できるか
検討する。
・著作権に対する理解、コンプライア
ンス意識の向上。

０7 2024度ＤＸ推進計画進捗状況
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
HPに公開するなら、リンクを貼る？



０６ 2024年度ＤＸ推進計画進捗状況

取組番号 取組事項 担当課 目指す成果 2024年度
計画

2024年度
取組実績

進捗状況 課題・対応方針等

１－１－３ DXを活用
してだれ
もが活躍
できる社
会の実現

企画商工課 デジタルを活用し
た在宅ワークやリ
モートワークを希
望する女性の就業
を目指します。

・スキル習得に
向けた技能研修
等の開催。

デジタルを活用
したスキル習得
に取り組んだ女
性 ０人/年

・令和6年度の計画においては、
技能向上の研修会等の開催を計
画していたが、実施できなかっ
た。

・総合計画策定時における町民アン
ケートの結果などを参考にして、必要
と思われる研修会等の開催を検討した
い。

１－２－１ マイナン
バーカー
ドの交付
率向上に
向けた
キャン
ペーン

全課 町民全員にマイナ
ンバーカードを交
付し、利用できる
環境整備に努めま
す。

・町内イベント
開催に合わせて
マイナンバー
カードの出張申
請受付の実施。
・交付窓口の延
長。休日開庁

マイナンバー
カードの交付率

93.74％
（R7.2.9時点）

86.08%
（R6.2月末）

・住民課におけるコンビニ交付
開始に伴う広報支援や、令和7年
度のLogoフォームを活用したオ
ンライン申請のための拡大オプ
ションの予算計上を実施。
・R6.12.2の被保険者証の廃止
に伴い、原則マイナ保険証へ移
行することから、マイナンバー
カードの取得、マイナ保険証へ
の連携について以下の取組を
行った。
・介護保険の高額介護サービス
費の申請書類を送付するときに、
マイナポータルで申請できるパ
ンフレットを同封。

・今後も、未取得者の職員に対し、取
得の勧奨を促す。
・マイナンバーカードの交付率につい
て、バックエンド支援にとどまってい
る。
・マイナンバーカードを円滑に交付で
きるよう、引き続き申請時来庁方式や
出張受付方式を行う。
・マイナンバーカードの更新対象者が
増加する見込みのため、休日開庁を再
開する。
・令和7年7月（予定）からLoGo
フォームで、マイナンバーカードを活
用した本人情報の確認ができるように
なるため、電子申請を充実させるなど、
マイナンバーカードの利用機会を拡大
する。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
HPに公開するなら、リンクを貼る？



０６ 2024年度ＤＸ推進計画進捗状況

取組番号 取組事項 担当課 目指す成果 2024年度
計画

2024年度
取組実績

進捗状況 課題・対応方針等

１－２－２ マイナン
バーカー
ドを利用
した各種
証明書の
コンビニ
交付の実
施

住民課 町民がマイナン
バーカードを所有
することに抵抗が
無くなり、所有す
ることによるメ
リットを享受する
ことができるよう
にします。

・コンビニ交付
の運用開始

コンビニでの証
明書発行割合

18.54％
（R7.1月末）

14％
（R6.2月末）

・コンビニ交付手数料の減額期
間を、令和6年2月1日から令和
7年3月31日までとしていたが、
マイナンバーカードを活用して
もらえるよう減額期間を延長し、
当分の間窓口手数料より100円
減額とした。

・マイナンバーカードの交付率が令和
7年2月9日時点で93.74%となって
きたことから、コンビニ交付の更なる
利用促進が見込まれる。
・証明書取得の操作が容易なコンビニ
交付の利用を促進するため、引き続き
広報を行っていきたい。

１－２－３ マイナン
バーカー
ドの独自
利用に向
けた検討

全課 町民がマイナン
バーカードを所有
することに抵抗が
無くなり、所有す
ることによるメ
リットを享受する
ことができるよう
にします。

・マイナンバー
カードの独自利
用に関する情報
収集、検討及び
実施。

マイナンバー
カードを独自利
用する事業数
1件

・窓口での印鑑登録証明書の交
付申請において、印鑑登録証の
提示が必須であったが、本人に
限り、マイナンバーカードの提
示でも印鑑登録証明書の申請が
可能となるよう令和6年3月に条
例改正を行った。
・農林水産省において、農林水
産省共通申請サービス(eMAFF)
という補助金の申請や認定農業
者に係る申請が行えるプラット
フォームが提供されており、町
独自利用する事業は現在のとこ
ろない。

・他自治体での独自利用の例を調べる
と独自利用自体が目的となっていると
感じる。また制度設計や運用コストが
見合っていると現状では思えない。
・補助金申請や請求書などへの押印省
略が可能となれば、町単独事業の補助
金手続きをオンライン化し、本人確認
をマイナンバーカード利用が想定され
る。
・マイナンバーカードの交付率が令和
7年2月9日時点で93.74%となって
きたことから、マイナンバーカードの
更なる利活用シーンが必要。他自治体
の活用事例を参考に、本町でも実施で
きる独自利用施策の情報収集を行いた
い。
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０６ 2024年度ＤＸ推進計画進捗状況

取組番号 取組事項 担当課 目指す成果 2024年度
計画

2024年度
取組実績

進捗状況 課題・対応方針等

１－３－１ 第1次産
業におけ
るデジタ
ル化の推
進

農林水産課 第一次産業の省力
化、労力の軽減及
び高品質化により
所得を向上させま
す。

・国庫事業及び
県単事業などの
活用による、第
一次産業のデジ
タル化の支援。

第一次産業にお
けるデジタル化
の支援件数 ７
件

・町内でのローカル5Gの導入に
伴う、関連企業と農業分野での
デジタル化・省力化について協
議を開始。令和7年度にロボット
草刈機の実証試験を実施予定。

・町内に事例がない場合、実証試験を
行うとともに、効果のある技術は補助
金を交付することで支援する。

１－３－２ AI活用型
デマンド
交通の運
用試験・
本格導入
に向けて
の検討

防災安全課 町民のニーズに応
じた交通手段を確
保することで、よ
り快適で充実した
生活を送ることが
できるようにしま
す。

・AI活用型デマ
ンド交通システ
ムの実証実験。
・実証実験の結
果を基に本格導
入について判断。

AI活用型デマン
ドバスの利用人
数（年間延べ人
数） 159人
(R7.1.15～
R7.3.10)

・令和７年１月１５日より実証
運行を開始し、３月１日より本
格運行を開始した。
・運行開始に伴い、広報誌・
ケーブルテレビ・防災行政無線
等で広報周知を行った。また寿
教室やスマホ教室で、利用者登
録及び予約の入れ方を参加者に
講習した。

・主に高齢者の方が、利用者登録及び
予約を入れるという部分で難しく感じ
ている人が多かった。
・一度使われた方からは、コミュニ
ティバスよりも使いやすいと好評の意
見が多かった。
・コミュニティバスは令和６年度で廃
止のため、コミュニティバスを利用し
ていた方が円滑に『のるーと玄海』に
移行できるよう、利用率が多いパレア
等で利用者登録等の講習を行っていく。
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０６ 2024年度ＤＸ推進計画進捗状況
取組番号 取組事項 担当課 目指す成果 2024年度

計画
2024年度
取組実績

進捗状況 課題・対応方針等

１－３－３ キャッ
シュレス
の導入促
進

企画商工課
住民課
会計室

様々なキャッシュ
レス決済に対応す
ることで、町民や
観光客の利便性向
上に努めます。

・町内事業者に
対するキャッ
シュレス決済の
導入支援。

・町内事業者に
対するキャッ
シュレス決済の
導入支援 未対
応

【町内事業者に対するキャッ
シュレス決済の導入支援】
令和4年度において、みんなの応
援券取扱事業者に対し、キャッ
シュレスの導入有無に関するア
ンケートを実施。導入していな
い事業者については、ランニン
グコストがネックとなり導入に
後ろ向きであることが分かった。
【庁内キャッシュレスの推進】
令和7年1月に住民課及び値賀出
張所窓口で使用していたレジを
更新し、キャッシュレス対応可
能なレジを導入した。令和7年4
月1日から証明書発行窓口（住民
課、値賀出張所）で、キャッ
シュレス決済を開始する。

【町内事業者に対するキャッシュレス
決済の導入支援】
・キャッシュレスの導入促進について
は、今年度から県と金融機関が連携し
端末導入補助（一律5万円）を行って
いるが、あまり補助件数は多くないと
聞いている。現在、庁内で地域通貨導
入の検討を議論しているところであり、
こちらとの整合を図り、本導入支援の
在り方についても検討していく。
【庁内キャッシュレスの推進】
・キャッシュレス決済の導入について、
全庁的に検討を続ける。
・窓口での住民の実際の声や利用件数
などを踏まえ、今後のキャッシュレス
の展開を検討する。

20

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
HPに公開するなら、リンクを貼る？



０６ 2024年度ＤＸ推進計画進捗状況
取組番号 取組事項 担当課 目指す成果 2024年度

計画
2024年度
取組実績

進捗状況 課題・対応方針等

１－４－１ ＬＩＮＥ
を活用し
た戦略的
な広報の
実施

防災安全課 広報戦略を策定し、
町は明確な方針の
もと情報発信を行
います。
広報戦略に基づい
たLINEの情報発信
ができるようにし
ます。
ホームページ・広
報紙・行政放送番
組の媒体について
も広報戦略に基づ
いた重要な情報の
発信を行えるよう
にします。

・広報戦略に基
づくＬＩＮＥ情
報発信の実施、
ホームページ・
広報紙・行政放
送番組等への拡
大検討。

玄海町公式ＬＩ
ＮＥによる情報
発信数 約140
件

・毎週、LINE配信内容の打ち合
わせを行い週3回の発信を行うこ
とができた。

・令和7年度より担当者だけでLINE発
信内容の準備するためこれまでどおり
の配信数を維持するのは難しい可能性
がある。
・これまでのナレッジを活用したり、
他課からの柔軟な募集を行い発信数を
維持しながらも、これまでどおりの広
報の質の維持のバランスを取る必要が
ある。

１－５－１ 電子入札
システム
の導入

まちづくり課 入札関連業務の効
率化を図ります。

・電子入札シス
テムの構築。

- ・電子入札を導入するための情
報収集を実施したが、玄海町の
入札状況と照らし合わせると費
用対効果が悪く、令和5年度時点
で電子入札は適さないとの結論
になった。

・電子入札システムの導入については、
ＤＸ推進計画の対象から削除
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０６ 2024年度ＤＸ推進計画進捗状況

取組番号 取組事項 担当課 目指す成果 202４年度
計画

202４年度
取組実績

進捗状況 課題・対応方針等

１－５－２ 公共施設
予約シス
テムの導
入

教育課
企画商工課

町民等が来庁する
ことなく手軽に公
共施設の予約をす
ることができるよ
うにします。

・公共施設予約
システムの導入。

公共施設予約シ
ステムにより予
約可能な公共施
設数 ０ヵ所

・公共施設予約システムを利用し
運用している市町の情報収集を
行った。
・産業会館の研修室の一室にス
マートロックを試験導入した。

・公共施設予約システムを使用してい
る団体へのヒアリングの実施、運用に
向けたシステムの種類等の検討が必要。
・試験導入の結果に基づき、スマート
ロックを本格導入する際は、ドアに直
接打ち付けるなどの対策が必要。

１－５－３ 各種行政
手続きの
オンライ
ン申請・
窓口手続
きの簡略
化対応等
の検討・
実施

全課 ・町民等が来庁す
ることなく手軽に
行政手続きやアン
ケート等の回答を
することができる
ようにします。
・窓口での手続き
を簡素化し、町民
及び職員の負担軽
減を図ります。

・各種手続き及
びアンケート等
のオンライン化
の検討及び実施。
・「書かない窓
口」に向けた対
象業務の精査、
手続き内容の検
討及び実施。

行政手続き・ア
ンケート等のオ
ンライン化件数

102件

・各種アンケートでの活用（子育
てクラブ参加希望アンケート、公
営塾アンケート等）
・LINEを活用したがん検診予約
の実施。
・転出、転入届のオンライン化。
・地域おこし協力隊員の応募申込
フォーム。
・障害者手帳申請時の顔写真の画
像データ送付時に活用。
・各種会議の出欠確認

・庁内全体の方針や取りまとめを行う
リソースが足りていない。
・国でも共通事務のオンライン化・共
通化等の検討が進んでいるため二重投
資にならないよう情報収集が必要。
・今後は、通常業務における各種申請
についてオンライン化できないか検討
する。
・犬の登録料など手続きに伴い支払い
義務が発生するものがあるため、シス
テム化すると窓口の簡素化につながる
が、件数が少なく費用対効果が見込め
ないため、全庁まとめて実施する場合
は検討したい。
・
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０６ 2024年度ＤＸ推進計画進捗状況

取組番号 取組事項 担当課 目指す成果 202４年度
計画

202４年度
取組実績

進捗状況 課題・対応方針等

１－６－１ 防災DXの
推進

関係課
防災安全課

逐次、災害対応業
務のDX化を推進
します。

・防災SNS等の
町民向け説明会
または映像配信。
・災害時優先業
務の分析、研修
会等を実施。
・官民連携型防
災DX推進協議
会等から最新情
報等を把握。
・他の取組との
連携。

分科会開催回数、
町民向け説明会
又は映像配信
0件

・分科会、町民向け説明会、映
像配信については実施できてい
ません。

・防災メニューの更なる充実と町民向
け説明の実施。

２－１－１ システム
の標準
化・共通
化対応に
合わせて
業務フ
ローの可
視化及び
見直しの
実施

全課 業務フローを作成
します。

・行政手続きの
オンライン化の
新規利用を希望
する際に、業務
フローの可視化
及び見直しを実
施。
・新システムの
導入や標準化、
共通化対応に合
わせて業務フ
ローの可視化及
び見直しを実施。

行政手続きのオ
ンライン化及び
新システム導入
の際の業務フ
ロー作成若しく
は見直し件数
１件

・業務フロー作成のフォローま
でできていない。
・国より各業務における標準化
仕様書の改訂版が提示されてい
る。
・ベンダーにおいて新システム
の説明会が実施されている。
・クレジットカード会社や生命
保険会社などの法人から、住民
票の写しの交付請求を郵送での
み受けていたが、令和6年10月
30日から法人請求オンライン
サービスを導入し、一部オンラ
インでの請求を開始した。

・各業務の詳細な事務処理に関して支
援や把握できるリソースがない。
・区長さんからの被災情報の提供など、
オンライン化に適した業務の抽出と検
討をおこなっていく。
・上下水道の開始等手続きや犬の登録
手続き、各種補助金申請など３階窓口
まで来庁いただいているため、オンラ
イン化が可能となれば住民サービスの
向上につながると思われる。しかし、
現状件数が少なく費用対効果が見込め
ないため、全庁でまとめて実施可能と
なるなら検討したい。
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０６ 2024年度ＤＸ推進計画進捗状況

取組番号 取組事項 担当課 目指す成果 202４年度
計画

202４年度
取組実績

進捗状況 課題・対応方針等

２－１－２ 電子決裁
のさらな
る推進

会計室 財務システムにつ
いて電子決裁を導
入することにより、
職員の省力化及び
決裁までの効率化
を図ります。

・電子化に対応
した財務システ
ムの導入。

電子決裁に対応
した財務システ
ムの導入 未実
施

・請求書の電子化などのシステム
を取り扱う会社との打合せの実施。
（費用面や効率化が図れるかを検
討してみる）

・どちらにしても現在導入しているシ
ステムとの連携面が重要となるため
RKKが今後どのような形で財務会計の
電子化をすすめるのか様子を見つつ情
報を集めておく。

２－１－３ デジタル
化に対応
したシス
テムへの
刷新と
ペーパー
レスの推
進

総務課 デジタル管理、
ペーパーレスの推
進に積極的に取り
組みます。

・勤怠管理シス
テムの導入。
・デジタルサイ
ネージの導入。
・職員人事給与
システムの刷新
に伴う給与明細
等のデジタル化。
・会議等におけ
るタブレットの
導入。
・予算書のデー
タ化（ペーパー
レスでの閲覧）。

①紙による管理
からデジタル管
理に移行した件
数 １件
②コピー用紙等
の使用数減 1
９万枚増

①農業委員及び農地利用最適化推
進委員に対してタブレットを導入
し、現地調査や各種資料（総会資
料、農地利用状況調査等）で活用
することで、ペーパーレスの推進
を図った。
②Ｒ4-Ｒ5は18万枚減となって
いたが、R5-R6は19万枚増と
なった。前年より増えた要因とし
ては、年度当初の最終処分場関連
の資料作成や補正予算を含む議案
資料の増、衆議院解散に伴う選挙
対応等による。

・会議においてタブレット等の活用を
継続して協議しており、令和6年度は
農業委員会で導入した。
・無線LANの整備、資料のペーパーレ
ス対応等課題が多いので、今後も引き
続き検討を継続する。
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０６ 2024年度ＤＸ推進計画進捗状況

取組番号 取組事項 担当課 目指す成果 2024年度
計画

2024年度
取組実績

進捗状況 課題・対応方針等

２－２－１ 自治体シ
ステムの
標準化・
共通化対
応

防災安全課
対象業務の所
管課

令和7年度末まで
に基幹20業務の
標準化・共通化対
応を完了させます。

・国の動向に注
視しながら、現
行システムの概
要調査、標準仕
様との比較分析
等を実施。
・標準化、共通
化対応と共に、
業務フローの見
直しも併せて実
施。

基幹20業務の
標準化・共通化
完了件数 0件

・令和7年12月には総合行政シ
ステムが標準システムへ移行、令
和8年には戸籍附票システムの移
行が実施される計画。
・令和7年12月予定のシステム
標準化に向けて作業中である。

・各担当において本格的な移行に伴う
業務が発生するため全体の管理が必要。
・今後も国の動向に注視しながら、標
準化を進めていく。

２－３－１ データ利
活用、
データ活
用推進計
画の策定

防災安全課
企画商工課

データ利活用推進
計画を策定します。

・データ利活用
推進計画の策定。

データ利活用推
進計画の策定
未策定

・情報収集、利活用研修の実施。 ・現実的な目的やレベル感に関する方
針の整理が必要。
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０６ 2024年度ＤＸ推進計画進捗状況

取組番号 取組事項 担当課 目指す成果 2024年度
計画

2024年度
取組実績

進捗状況 課題・対応方針等

２－４－１ DX人員体
制の整
備・人材
育成の推
進、外部
人材の活
用検討

総務課
防災安全課

庁内におけるデジ
タル人材の育成に
積極的に取り組み
ます。

・デジタル人材
の育成に向けて
各種研修の実施。
・外部のデジタ
ル人材の利活用
について検討。

デジタル化に関
する職員研修の
開催件数 ２件

・デジタル化ではなく、DXにお
ける広報に関する研修を実施した。
8月：ガイドライン説明、プレス
リリース 2月：デザイン

・職員研修の一つとして、DX推進室
と連携し令和7年度も引き続きDX研修
を計画している。（職員研修計画の中
に明記した。）
・9月までに2回の研修を実施し、次
年度予算に向け検討する時間を作る必
要がある。

２－４－２ 情報セ
キュリ
ティ対策

防災安全課 変化する外部環境
においても情報セ
キュリティ対策の
実効性を確保し、
情報資産の漏えい
等が発生しない状
況を保持します。

・情報セキュリ
ティ研修の実施、
変化する外部環
境に合わせた対
策の実施。

情報資産の漏え
い件数 １件

・ふるさと納税における情報漏洩
が発生した。
・全体向け個人情報、セキュリ
ティ研修を1回実施。
・課長において内部監査の結果の
周知

・業務用情報システムの構成の検討
（VDI3層分離）
・上記に紐づく監視及びセキュリティ
ソフト等の検討
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
HPに公開するなら、リンクを貼る？



プレゼンター
プレゼンテーションのノート
報告会の機会は作るか？→DX推進室の成果になる。DX推進室としての報告書を作成する？事業者向け支援→ショート動画講座（広域観光ルート（局枠事業））
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